
書式第 12号 (法第 28条関係)

1 事業の成果

2024年 度  事 業 報 告 書
2024年  4月  1日 から 2025年  3月  31日 まで

特定非営利活動法人 ベ トナム簿記普及推進協議会

ハノイ貿易大学内に施設を構える、 JICA傘 下のベ トナム日本人材開発インスティチュー ト (以
VJCC)に おいて、ベ トナム人の大学生、大学院生及び社会人を対象に「日本語で学ぶ簿記コース
の講義を行った。1講義1時間15分・週1回のペースで講義を行い、1ク ラスを終了、1ク ラスが継続中

ある。上記簿記コースは今年度合計で15回の講義を行った。
上記のコースとは別に2級商簿のオンライン講義を、1講義1時間15分で計17回実施し、1ク ラス終了

1ク ラスが継続中。また、2級工簿のオンライン講義を、1講義1時間15分で計10回実施し、1ク ラスが

了、1ク ラスが継続中である。
VJCCに おける講義は今年度合計で42回行った。

ハノイ貿易大学において、同大学ビジネス日本語学部生を対象に
「日本語による簿記コース」の講 |

を行った。この講義は同大学のカリキュラムに組み込まれた正式な授業であり、
ハノイ貿易大学事務

と共同で講義・運営を行った。1講義2時間25分、週1回の講義を3ク ラスで実施し、終了した。今年度

計で54回の講義を行った。

ハノイ大学において、日本語学部の学生を対象に「日本語による簿記コース」の講義を行った。昨

度から継続しているコースを1講義3時間半・週1回行い終了した。また、今年度新たに1講義
3時間半

週1回のコースを実施し、現在継続中である。本年度合計で10回の講義を行った。

幣会と日本ビジネス技能検定協会の共催で、3級商業簿記、2級商業簿記・工業簿記の簿記検定試験

実施した。通年で2回の試験を実施し、受験者総数197名 、内134名が検定に合格している。

また、2024年 7月 に2週間、ハノイ貿易大学・ベ トナム日本人材開発インスティチュ
ー ト・ハノイ大

での「日本語で学ぶ簿記コース」に参加し修了した生徒の中で、優秀な生徒7名 を日本に招聘し、会

事務所や有名企業の見学や経理実務に触れる機会を設け、日本と
ベ トナムとの友好促進を図った。

2024年度の講義回数は70回、442名 (内継続中生徒 193名 )に対して講義を行い、203名 の修了生を

出した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業
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学日本語学部
ビジネス日本
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ハノイ貿易大学の正式授業
として「日本語による簿記
コース」を行った。

ハノイ大学学
生159名

1,7952024年 4月

2025年 3月

ハノイ大学 1名ハノイ大学の学生を対象と
した 「日本語で学ぶ簿記コ

ース」を行った。
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ハノイ貿易渕
学学生 4名 ・|

ハノイ大学引
生3名

3,000山田コンサル
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ープ等

10名024 7月における簿記コ

」を修了したハノイ貿易
学、ハノイ大学の学生
中で、優秀な学生7名 を日
へ招聘 し、 14日 間の研

日

を行った。
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2024年度 活動計算書

2024年  4月  1日 か ら  2025年  3月  31日 まで

特定非営利活動法人ベ トナム簿記普及推進協議会
(単位 :円 )

金 額日

【科

15 000 00015 000 000

78413611 136 784

136 78416

921,645
7,072,046
112,996
4,233,584
530,833
849,280
153,972
47,841
49,350
105,585
587,600
127 920

14 792 652

188,568
3,410
781,937
25 790

999 705

35715 792

344 427
603 74780

2 事業収益
複式簿記教育事業収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
1 事業費
顧問料
講師派遣料
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
交際費
保険料
租税公課
支払手数料
研修費・図書費
雑費

経

事業費計

管理費計

経常費用計

収

正味財

3 その他収益
受取利息

2 管理費
通信運搬費
消耗品費
為替差損
雑費

1 寄付金収入

当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

■■■口塵ヨロロ



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2024年度 貸借対照表

2025年    3月   31日 現在

特定非営利活動法人 ベ トナム簿記普及推進協議会

(単位 :円 )

科
日
【

金 額

I 資産の部

1 流動資産
現金預金

現金

ドン現金

普通預金 みずほ銀行新宿新都心支店

普通預金 三井住友銀行法人営業部 (外貨

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
投資その他の資産

満期保有目的債券 (米国財務省証券)

投資有価証券 (USMMF)

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

200,000

136,063

13,733,631

14,732,331

28,802,025

81,303,418

46,209,688

6,291,705

52,501,393

355,244

355,244

355,244

80,603,747

344,427

80,948,174

81,303,418



式 16号 28

2024年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人ベ トナム簿記普及推進協議会

重要な会計方針

計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日最終改正
NPO法人会計基準協議会)に よつています。

(1)消 費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

2.事 業別損益の状況
円 )

3 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
円

4.固 定資産の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

管理部門 合計事業部門計科 目
複式簿記
教育事業

0

0

1,136,784

15,000,000

0

1,136,784

15,000,000

0

0

15,000,000

0

0

16,136,78415,000,000 1,136,78415,000,000
|

921.6451

7.072.0461

112.9961

4,233,584

719,401

852,690

153,972

47,841

49,350

105,585

587,600

781,937

153,710

921,645

7,072,046

112,996

4,233,584

530,833

849,280

153,972

47,841

49,350

105,585

587,600

0

127,920

0

0

0

0

188,568

3,410

0

0

0

0

0

781,937

25ビ望

921,645

7,072,046

112,996

4,233,584

530,833

849,280

153,972

47,841

49,350

105,585

587,600

0

127,920
15,792,357999,70514,792,65214,792,652
344,427137,079207,348207,348

経常収益
.寄付金収入
事業収益

その他収益

経常収益計

経常費用

その他経費

顧間料

講師派遣料

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

交際費

保険料

租税公課

支払手数料

研修費・図書費

為替差損

雑費

経常費用計

当期経常増減額

Ⅱ

1

1

2

3

期末残高 備 考当期減少額期首残高 当期増加額内容

０

一
合計

無 し

期末取得価額 期末帳簿価額減少取得期首取得価額科 目

46,209,688

6,291,705
46,209,688

6,291,705
562,102

39,011
0

1,133,937
46,771,790

5,196,_779
52,501,39352,501,3931,133,937 601,11351,968,569

投資その他の資産

満期保有目的債券

投資有価証券
合計

内役員及び近
親者との取引

計算書類に計
上された金額

科 目

2,000,00015,000,000

2,000,00015,000,0鯉活動計算書計

(活動計算書)

寄付金収入



書式第 17号 (法第 28条関係)

2024年度  財産目録

2025年    3月   31日 現在

特定非営利活動法人 ベ トナム簿記普及推進協議会

(単位 :円 )

科 目 金 額

I 資産の部
1 流動資産
現金預金

現金

ドン現金

普通預金 みずほ銀行新宿新都心支店

普通預金 三井住友銀行法人営業部 (外貨

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
投資その他の資産

満期保有目的債券 (米国財務省証券)

投資有価証券 (USMMF)

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

保険料

ドン現金両替

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

200,000

136,063

13,733,631

14,732,331

28,802,025

81,303,418

46,209,688

6,291,705

52,501,393

187,620

28,501

32,243

6,880

100,000

355,244

355,244

80,948,174



書式第 18号 (法第28条関係)

2024年 度年間役員名簿 (前事彙年度において役員であつたことがある全員の民名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を認●した名簿 )

特定非営利活動法人ベ トナム簿記普及推進協議会

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

肖
団

以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1
監事
タマカ
・ワ マサユキ 2024年

2025年

4月  1日

3月  31日

年

年

月

月

日

日玉川 雅之

2
監事
ワタ' シケ
°
フミ

和田 成史

2024■■

2025年

4月  1日

3月  31日

年 月

月

日

日年

3
監事
ミヤケ シケ
゛
ヒサ 2024年

2025年

4月  1日

3月  31日

年

年

月

月

日

日三宅 茂久

4
監事理事
マスタ
゛
 ケイサク 2024年

2025生|ニ

4月  1日

3月  31日

年 月

月

日

日年増田 慶作

5
理事 監事

ホンマ ヨウイチ

本間 洋一

2024年

2025■1

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日

6 理事・監事

年  月 日

日年 月

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年 月

月

曰

日年

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年:   月   日

年  月  日

理事



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人ベ トナム簿記普及推進協議会

氏   名

1 大武 健一郎

2 和田 成史

3 三宅 茂久

4 本間 洋―

5 玉川 雅之

6 増田 慶作

7 浅野 公雄

8 古久保 英朗

9 堀江 勇輝

10 船山 朗知

11 上田 祥太




